
グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

経営比較分析表
静岡県　御殿場市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

458.38 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 公共下水道 Bc2 89,338 194.90

－

- 該当数値なし 35.16 84.51 2,160 31,245 5.91 5,286.80 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

  公共下水道事業の経費回収率は、全国平均や類似
団体平均と比較して低位に止まっており、その大き
な要因の１つとして汚水処理原価の高騰がある。
  御殿場浄化センターの汚水処理能力は晴天時日当
１３，０００㎥であるが、現在は８，３００㎥程度
の処理しか行なっておらず、施設の利用率は約６
５％となっているが、管渠整備の進捗による施設利
用率の改善により、わずかながらではあるが、汚水
処理原価の低下及び経費回収率の改善の傾向が見ら
れる。
  一方で、既存ストックの利用状況の効率性を示す
水洗化率や有収水率は全国平均等と比べて著しく低
いとはいえず、経営状態の改善のためには、今後、
使用料の改定等を含めた検討を進める必要があると
考えている。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

【763.62】

【94.73】【60.01】【139.70】【98.53】

該当数値なし 該当数値なし

2. 老朽化の状況について

  御殿場市の公共下水道事業は、昭和６３年より整
備を開始し、平成６年に供用を開始した。このた
め、初期に布設された管渠でも経過年数が２７年と
比較的新しいものが多く、老朽化は維持管理上の大
きな問題とはなっていない。
  今年度は、今後の老朽化対策の見通しを明らかと
するため、中長期的な管渠の状態を予測しながら計
画的かつ効率的な管理を行うためのストックマネジ
メント計画の策定を行っている。また、御殿場浄化
センターについては、すでに策定済みの長寿命化計
画にもとづいて、改築・更新を行っている。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

全体総括

  御殿場市公共下水道事業は、平成３１年度からの
地方公営企業法の適用を目指しており、企業会計方
式での運営により減価償却費等が明確になること
で、より実態に則した経営が可能になると考えられ
る。
  これにより、独立採算の理念にもとづく経営がこ
れまで以上に求められることになるため、財政面で
は、一般会計からの繰入金や適正な料金水準につい
ての検討を進めるとともに、区域の見直しや改築・
修繕計画の策定などを通して、投資面における見通
しも明らかにすることで、中長期的に持続可能な経
営を目指していきたい。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」
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①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【94.73】【60.01】【139.70】【98.53】

【0.23】

該当数値なし 該当数値なし

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。


